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１－１　協力の背景と概要

ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）は、内陸国、小規模な人口（約 560 万

人）、希薄な人口密度、インフラ整備の遅れによる国内市場の未統合、といった経済開発上の制

約を抱えている。加えて、若年層人口の急激な増加が続き、労働人口の増加が見込まれている

が、市場経済化に対応するための専門知識を兼ね備えた人材が不足するとされており、これを

担うビジネス人材の育成が重要な政策課題となっている。さらに、ラオスは 2015 年に東南ア

ジア諸国連合（Association of South‐East Asian Nations：ASEAN）経済統合をめざしており、関

税撤廃をはじめ、海外直接投資を促進するための環境整備に力を入れている。一方、域内関税

の引き下げに伴い、近隣国から安価な産品が流入し、貿易赤字が更に拡大することも危惧され

ており、ASEAN 経済統合を乗り越えることができる民間セクターの強化が急務となっている。

2001 年から日本が支援してきたラオス日本センター（Laos-Japan Human Resource Development 
Institute：LJI）は、ラオスのビジネス人材育成において先進的な役割を果たしてきたが、2015
年の ASEAN 経済統合に向けたさまざまな課題に対処できるビジネス人材を育成するための組

織強化が必要になった。以上のラオスの経済状況、及び市場経済化に資するビジネス人材育成

を行ったラオス日本センタープロジェクト（フェーズ 1 及びフェーズ 2）の教訓と課題を踏まえ、

ラオスの民間セクター開発の一層の促進とラオス日本センターの自立発展可能な組織強化をめ

ざして、ラオス日本センター・ビジネス人材開発プロジェクト（以下、「本プロジェクト」と記

す）が計画された。

１－２　協力内容

（1）上位目標

ASEAN 経済統合に対応できるビジネス人材が、ラオス日本センターで継続的に育成され

る。

（2）プロジェクト目標

ビジネス人材育成機関としてのラオス日本センターの機能が強化される。

（3）成果

1.  ラオス日本センタースタッフの企業現場に即した調査能力が向上する。

2.  実践的な知識を身に付けることができるビジネス人材育成コースが運営できるようにな

１．案件の概要

国名：ラオス人民民主共和国
案件名：ラオス日本センター・ビジネス人材開発プロ

ジェクト

分野：民間セクター開発 協力形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：産業開発・公共政策部 協力金額（2013 年 3 月）：3 億 4,210 万 2,000 円

協力期間

（実績）

2010 年 9月～ 2014 年 8月
（4 年間）

先方関係機関：教育スポーツ省、ラオス国立大学

日本側協力機関：日本センター事業支援委員会
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る。

3.  ラオス日本センターがビジネス人材ネットワークのハブとなる。

4.  ラオス日本センタースタッフによる自立的な運営管理体制が構築される。

（4）投入（中間レビュー調査時点）

【日本側】

・専門家派遣：日本人専門家（長期：2 職種 2 名、短期：5 職種 13 名）、タイ人専門家など

・ ローカルコスト負担（2013 年 3 月）：3,600 万 1,000 円

・ 本邦研修：第 1 年次は 1 回（6 名）、第 2 年次は 3 回（19 名）、第 3 年次は 1 回（8 名）

【ラオス側】

・ カウンターパート（Counterpart：C/P）配置　ラオス日本センターの職員（研究部門の人

員とビジネス部門の人員の一部を除く）、ラオス国立大学（National University of Laos：
NUOL）の職員（学長、副学長、経済経営学部講師）

・ 専門家の執務室、光熱費、その他活動予算（消耗品を含む）

・ ローカルコスト負担（2010 年 10 月から 2013 年 1 月まで）：63 万 2,663 米ドル

３－１　実績の確認

（1）成果

本プロジェクトのプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：
PDM）（バージョン 1）に記述されている 4 つの成果に対する指標は、アウトプットではな

く単純に活動の結果が指標として設定されていた。したがって、調査団はプロジェクト活

動の進捗状況に重点を置き、中間レビュー調査時の成果達成状況を確認した。成果ごとに

計画された活動の進捗状況は、以下のとおりである。

・ 成果 1：プロジェクト活動は一部の活動を除きほぼ計画どおり実施されていることが確

認された。プロジェクトの年次計画が策定され、同計画に沿ってプロジェクトは実施さ

れてきた。技術移転は主に実地訓練（On-the-Job Training：OJT）形式で行われた。遅れ

が確認された活動 1-3 から 1-61
は、ラオス側プロジェクトメンバーの欠員が主な原因で

ある。成果 1 の達成に向けた活動の良い事例として、タイへの研修ツアーの企画と実施

２．中間レビュー調査団の概要

調査団 担当分野 氏　名 所　属

団長・総括 田中　章久 JICA 産業開発・公共政策部産業・貿易第二課　課長

協力企画 守屋　雅弘 JICA 産業開発・公共政策部産業・貿易第二課

評価分析 三谷　絹子 アイ・シー・ネット株式会社

調査日程 2013 年 2 月 26 日～ 3 月 16 日（19 日間） 調査種類：中間レビュー

３．評価の概要

1
　 本文 7 頁（1）成果 1 を参照。
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が挙げられる。タイとラオスは文化・地理・言語の面で非常に似ているため、ラオス人

研修生の学びの成果は大きかったと長期専門家は評価した。

・ 成果 2：成果 2 の達成に向けて日本側は短期専門家チームを投入し、ラオス人講師に対

して教材作成や教授法など講義担当者に求められる技術の移転を OJT 形式で行った。第

3 国専門家としてタイ人講師が投入されたのは、タイへの研修ツアーの強みと同様に、

ラオス人受講生にとって語学面で学習効果が高いからである。短期専門家チームによる

調査結果によると、ビジネスコース修了生の満足度は平均 80％を超えていた。

・ 成果 3：ビジネス部門では経営学修士（Master of Business Administration：MBA）プログ

ラム修了生のデータベースを作成した。このデータベースは主に修了生に対するラオス

日本センターのお知らせを発信するために使用された。プロジェクトでは開催規模が大

から小と異なるビジネス・フォーラム 6 回、MBA プログラム修了生へのフォローアップ

4 回を実施した。ビジネス・フォーラムには MBA プログラム修了生、同プログラムに関

心をもつ企業、ラオス日本センターのパートナー機関などが参加した。チーフアドバイ

ザーとして派遣された日本人専門家によると、1 回のビジネス・フォーラムを開催する

ために要する時間・人員と効果を分析した結果とビジネス部門職員数の現状を考慮する

と、大規模なフォーラムを年 1 回開催するほうがより効果的であると評価した。

・ 成果 4：現地調査時の聞き取り調査の結果、プロジェクト活動に特化したモニタリング

体制は設置されていなかったことが確認された。具体的には、本プロジェクトでめざす

C/Pの能力強化に関するモニタリングが、組織的に実施されていない。ラオス日本センター

の 5 カ年計画の策定が予定されているが、まだ策定されていない。一方で、同センター

の戦略計画を日本人専門家のアドバイスに従って策定した。日本人専門家がリードして

C/P とともに、起業家育成をめざしたビジネスコース修了生へのフォローアップ活動が

実施された。短期専門家チームによってビジネスコースの実施・運営を目的にしたオペ

レーションマニュアル（案）が作成された。

（2）プロジェクト

プロジェクト目標の達成度を測るための一部指標は、プロジェクト終了間近に定量的デー

タが収集できるデザインになっている。そのため、中間レビュー調査時には、総合的にプ

ロジェクト目標の達成度を測ることは時期早尚である。

中間レビュー調査時の成果の発現状況は、以下のとおりである。

・ 指標 1：C/P は日本人専門家が開催したセミナーに参加した。このセミナーの目的はラオ

ス日本センターの戦略計画の策定に関するものであった。日本側のアドバイスを受けな

がらラオス側が同計画をまとめた。2014 年度管理運営計画を策定するにあたり、中長期

的なラオス日本センターのビジョンを示す戦略計画はある程度役に立つ情報ではある。

・ 指標 2：① 2011 年 4 月～ 2012 年 3 月：ラオス側 60.9％、日本側 39.1％、② 2012 年 4 月

～ 2013 年 1 月：ラオス側 74.6％、日本側 25.4％
・ 指標 3：5 カ年計画ではないものの、ラオス日本センターの戦略計画は作成された。

・ 指標 4：中間レビュー調査時に既に修了生は 460 名を超えている。数値から判断したと

ころ、評価すれば指標は達成された。
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・ 指標 5：ラオス日本センターはラオス国内外の団体・組織との連携を構築してきた。主

な連携先は次のとおりである：①ラオス商工会議所（覚書を締結済み）、②泰日工業大学

と泰日経済技術振興協会（覚書を締結済み）、③ラオス政府商工省中小企業振興局

（3）上位目標

上位目標には実現可能な指標が設定されていることが確認された。MBA プログラムも実

践ビジネスコースも、定員の 7 割以上が確保できれば上位目標達成と判断できる。

３－２　評価結果の要約

（1）妥当性

本プロジェクトの妥当性は、事前評価時と同様に依然として高い。その根拠は、プロジェ

クトの目標と期待される成果が、ラオス政府の政策と日本政府の対ラオス国別援助方針と

も合致しているからである。

（2）有効性

プロジェクトは、目標達成に向けて日本・ラオス国側双方のプロジェクトメンバーが活

動中である。双方はおおむね討議議事録（Record of Discussions：R/D）に沿った投入をし

ている。ラオス側の C/P 配置に関しては、一部人員がいまだ配置されていない。したがって、

早急にラオス側のプロジェクトメンバーが増員されれば、プロジェクト目標の達成の見込

みはより高くなることが想定できる。よって、有効性はやや高いと判断できる。

（3）効率性

4つ成果の達成に向けて、プロジェクトはほぼ計画どおり順調に活動を実施している。よっ

て、効率性はやや高めと判断できる。専門家によると一部の活動の進捗度は想定より低い

ものの、プロジェクト終了時までには完了できる見込みである。

（4）インパクト（見込み）

プロジェクトを通じてラオス日本センター職員とビジネス部門で活用されているラオス

人講師の能力強化に向けた基盤を構築するには約 1 年半残っている。中間レビュー調査時

において、プロジェクトのインパクトを表するには時期尚早である。プロジェクトは進行

中であるため、大きなインパクトがまだ明確に確認されていない状況である。

（5）持続性（見込み）

中間レビュー調査時に持続性を評価することは時期尚早であるが、日本・ラオス国側双

方のプロジェクトメンバーや関係機関へのインタビューの結果からは中程度と判断できる。

３－３　効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

・ ラオス日本センターはジャーナルを発行することでラオス国内外に向けた啓発活動を

行っている。
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・ ラオス日本センターの実践ビジネスコース修了生と MBA プログラム修了生のビジネス

管理の知見と個々の自信が向上された。

（2）実施プロセスに関すること

プロジェクトを通じて C/P の技術能力が強化されてきている。また、個々の役割を担う

ために求められる分野の専門性に関する自信がついてきている。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

（1）実施内容に関すること

ラオス日本センター職員と受講生の一部に、MBA プログラムへ投入された日本人専門家

（講師）の期待する英語レベルに達していない状況があった。

（2）実践プロセスに関すること

適切かつ有能な人員の追加配置について検討する必要がある。

３－５　結論

5 項目評価から、本プロジェクトはある程度計画どおりに活動が実施されていて、終了時ま

でに目標が達成される見込みである。他方、プロジェクト終了時までに対策が求められる課題

が確認された。具体的には、PDM の改訂、研究部門人員の配置、5 カ年計画の策定などが挙げ

られる。

３－６　提言　プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

（1）ラオス日本センタービジネスコースにおける中期計画（5 カ年計画）の策定

ラオス日本センターの中期計画（5 カ年計画）を作成したうえで、それに沿った形で年

間計画を策定すること。なお、中期計画を策定する際には以下の 3 つの点に留意する。

①ラオスが ASEAN 域内で果たすべき役割を決定する。

②ラオスの民間セクターにおけるビジネスニーズを把握する。

③ 上記①、②の結果、及びラオス日本センターの戦略計画と 2012 年にラオス日本センター

が実施した「ニーズサーベイ」の結果に基づき、ビジネスコースで提供する講義内容を

決定する。

（2）ラオス日本センタースタッフの能力強化

ラオス日本センターの機能強化のため、特に中間管理職が自立的に組織運営を行うこと

ができるよう、以下の取り組みを行うこと。

・ 日々の OJT における技術移転を通じて自己の能力を更に向上させること。

・ ラオス日本センターの各部門において、①現時点の能力のベースラインを設定し、②上

記（1）における計画に従い、プロジェクト終了時点に到達すべき目標を設定し、③活動

の進捗状況を図ることができるベンチマークを設定すること。

・ ラオス日本センタースタッフと業務調整 / 組織強化担当の専門家は、より効果的な技術

移転を行うために更なるコミュニケーションを行うこと。
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（3）財務体制の強化

将来の経済環境の変化にも対応できるよう、引き続き財務体制の強化に努めること。なお、

その際各コースの品質についても損なうことがないよう留意する。

（4）タイの各種機関との連携

調査の過程で本連携はプロジェクトにとってプラスの効果があったと認められるため、

今後も引き続き連携に努めること。

（5）ASEAN 地域の他の日本センターとの連携

他日本センターとの連携強化策について、日本人専門家及び JICA と検討すること。

（6）日本の ODA 政策への貢献

現在、日本政府は日本の中小企業の海外展開支援に力を入れており、ODA はこの政策を

実施するための 1 つの大きな方策とされている。このような新たな ODA 政策への貢献策に

ついて議論が行われることが望まれる。

（7）ラオス日本センター調査部門への追加人員の配置

現時点の業務内容を遂行し、かつ将来におけるプロジェクトの持続可能性を確保するた

め、可能な限り早い段階で調査部門へ追加の人員配置が行われること。

（8）MBA プログラム修了生のデータベースの活用

MBA プログラム修了生のデータベースはラオス日本センターの活動の周知にしか活用

されていないため、ネットワーキングやラオス日本センター外部の関係者とのビジネス活

動など、活用策を検討すること。

（9）PDM の改定

各成果の進捗状況をより適切に把握するため、ラオス日本センターは日本側調査団から

提示された PDM 改定案について検討を行ったうえで、合同調整委員会（Joint Coordinating 
Committee：JCC）において現在の PDM の改定を行うこと。
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第１章　中間レビュー調査の概要

１－１　本レビュー調査の背景

1986 年に「ラボップ・マイ（新経済メカニズム）」を導入して以降、ラオス人民民主共和国（以下、

「ラオス」と記す）は国営・公営企業の独立採算制の導入及び民営化、国内経済・貿易自由化政

策の導入などを通じ、市場経済化を推進してきた。同国の経済は順調に成長し、1997 年に発生

したアジア経済危機の影響を受けたものの、1999 年には回復に転じ、2008 年には 7.2％、2009 年

には 5.5％に達している。

一方、ラオスは、内陸国、小規模な人口（約 560 万人）、希薄な人口密度、インフラ整備の遅

れによる国内市場の未統合、といった経済開発上の制約を抱えている。加えて、若年層人口の急

激な増加が続き、労働人口の増加が見込まれているが、市場経済化に対応するための専門知識を

兼ね備えた人材が不足するとされており、これを担うビジネス人材の育成が重要な政策課題と

なっている。

さらに、ラオスは 2015 年に東南アジア諸国連合（Association of South‐East Asian Nations：
ASEAN）経済統合をめざしており、関税撤廃をはじめ、海外直接投資を促進するための環境整

備に力を入れている。一方、域内関税の引き下げに伴い、近隣国から安価な産品が流入し、貿易

赤字が更に拡大することも危惧されており、ASEAN 統合を乗り越えることができる民間セクター

の強化が急務となっている。

2001 年から日本が支援してきたラオス日本センター（Laos-Japan Human Resource Development 
Institute：LJI）は、ラオスのビジネス人材育成において先進的な役割を果たしてきた。しかし現在、

2015 年の ASEAN 統合に向けたさまざまな課題に対処できる高度なビジネス人材を自立的に育成

するため、組織強化を図る必要性に迫られている。

以上のラオスの経済状況、及び市場経済化に資するビジネス人材育成を行ったラオス日本セン

タープロジェクト（フェーズ１及びフェーズ２）の教訓と課題を踏まえ、ラオスの民間セクター

開発の一層の促進とラオス日本センターの自立発展可能な組織強化を行う必要性から、ラオス

政府は引き続きプロジェクト実施を要請した。わが国は 2010 年 4 月の事前評価調査実施を経て、

2010 年 6 月に JICA ラオス事務所所長とラオス国立大学（National University of Laos：NUOL）副

学長との間で実施協議の討議議事録（Record of Discussions：R/D）が署名・交換された。プロジェ

クトはラオス日本センターをカウンターパート（Counterpart：C/P）として、2010 年 9 月から 4
年間の予定で実施されている。現在、長期専門家 2 名（チーフアドバイサー、業務調整 / 組織強化）

と、業務実施契約による複数の短期専門家の派遣を通じて、市場経済化に資するビジネス人材の

育成とラオス日本センターの組織運営強化を行っている。

１－２　本レビュー調査の目的

技術協力プロジェクト「ラオス日本センター・ビジネス人材育成プロジェクト」（以下、「本プ

ロジェクト」と記す）は、2010 年 9 月に、4 年間の予定で開始された。2012 年度は中間年にあ

たるため、ラオス政府関係者とこれまでの実績を確認して評価 5 項目の観点から評価を行い、プ

ロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、合同レビュー報告書に取りまと

め、合意することを目的に本調査団は派遣された。
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１－３　調査団の構成

＜日本側＞

担当分野 氏　名 所　属

団長・総括 田中　章久 JICA 産業開発・公共政策部産業・貿易第二課　課長

協力企画 守屋　雅弘 JICA 産業開発・公共政策部産業・貿易第二課

評価分析 三谷　絹子 アイ・シー・ネット株式会社

＜ラオス側＞

氏　名 所　属

Associate Professor Aloun Silattanakoun LJI　所長

Ms. Souksakhone Sengsoulivong LJI　総務部門　副部門長

Ms. Malayphone Sonephachanh LJI　ビジネス部門　副課長代理

１－４　調査日程

現地調査期間　2013 年 2 月 26 日（火）～　2013 年 3 月 16 日（木）19 日間

＜調査日程＞

日　付 時　間 訪問先

2/26 火 成田→バンコク→ビエンチャン（三谷団員）

2/27 水

9：00	 JICA ラオス事務所訪問

10：30 木下チーフアドバイサー表敬訪問

11：00 アルン所長面談

14：00 ブンルアン副所長面談

15：00 スタノム副所長面談

2 /28 木

10：00 国際交流基金専門家及び業務調整員面談

11：00 日本語コース面談（モンペット課長、センアルン副課長）

14：00 奥村シニアボランティア面談

15：00 木下チーフアドバイザー面談

3/1 金

10：00 ソムチャイ副所長面談

11：00 ビジネスコース面談（マライポン副所長、ラダポーン研修主任）

14：00 総務部門面談（ソンポン課長、スクサコーン副課長）

15：00 福代短期専門家（MBA コース講師）面談

3/2 土  資料整理

3/3 日  資料整理
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3/4 月 MBA プログラム修了生、ビジネスコース修了生など勤務先にてインタビュー

3/5 火

10：00	 相互理解事業面談（ブンソン課長、ウィアンアンパイ副課長）

11：00	 中嶋専門家（運営管理 / 総括）面談

PM  MBA プログラム修了生、ビジネスコース修了生など勤務先にてインタ

ビュー

3/6 水

11：00	 廣畑短期専門家（MBA 運営管理）面談

12：00	 三好業務調整員面談

15：00	 対処方針会議（JICA ラオス事務所にて）

3/7 木
14：00 KOICA 訪問

16：00 ニランドン短期専門家（ビジネスコース講師、タイ国カセサート大学）

3/8 金 資料整理

3/9 土 資料整理

3/10 日

（三谷団員）

資料整理、M/M（案）修正

（田中団長、守屋団員）

成田→バンコク→ビエンチャン（三谷団員）

3 /11 月

9：00	 団内協議

10：30	 アルン所長面談

11：45	 中嶋専門家面談

13：30 ラオス日本人商工会議所（事務局長　JETRO コレスポンデント　山田氏）

14：45	 木下チーフアドバイザー

16：15	 三好業務調整員面談

3/12 火

9：00 JICA ラオス事務所　武井所長表敬訪問

10：30 NUOL サイコン副学長表敬訪問

14：00 ラオス商工会議所表敬訪問

3/13 水
9：00 M/M 案説明 ･ 協議

PM 団内協議

3/14 木

9：30 M/M 案説明 ･ 協議

16：00 産業人材育成支援に係る打合せ

（米山次長、サバナケット大専門家、IT プロジェクト専門家）

3/15 金

9：00	 M/M 署名式

13：30 JICA ラオス事務所　調査結果報告（武井所長出席）

15：00 在ラオス日本大使館　調査結果報告

16：00 投資促進アドバイザー　鈴木専門家訪問

ビエンチャン→

3/16 土 バンコク→成田
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第２章　中間レビュー調査の方法

２－１　評価手法

中間レビュー調査は「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」に従い、プロジェクト・デザイン・

マトリックス（Project Design Matrix：PDM）を活用して実施した。

２－２　主な調査項目とデータ収集方法

（1）主な調査項目

１）実績確認と実施プロセスの把握

①　 日本・ラオス国側双方の投入、プロジェクト活動の進捗、プロジェクトの成果とプロ

ジェクト目標の達成度合いを確認した。

②　 プロジェクトの進捗状況については、日本人専門家（短期・長期）やラオス側のプロ

ジェクトメンバーによる自己評価に基づいて、適切な活動が実施されたかを確認した。

2）5 項目評価

確認されたプロジェクトの進捗状況や実施プロセスについて、以下の 5 つの視点から評

価を行った。

①　 妥当性：プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標）が、受益者のニーズ

に合致しているか、ラオスの政策と日本の援助方針との整合性はあるか。

②　 有効性：プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらさ

れているか（あるいは、もたらされるのか）。

③　 効率性：主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されて

いるか（あるいは、されるか）。

④　 インパクト（見込み）：プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的

効果や波及効果はどうか。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。

⑤　 持続性（見込み）：プロジェクトが終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続

されるか、その見込みはあるか。

3）結論

評価 5 項目による評価結果を受けて、プロジェクトの進捗状況についての結論を示した。

4）提言

結論に基づき、プロジェクトや関係機関に対し提言を行った。

（2）情報・データ収集方法

1）文献資料調査

R/D、事業実施運営総括表、年次業務完了報告書のような既存の文献・報告書や、プロジェ

クトが作成した資料などから必要な情報・データを収集した。
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2）質問票調査

事前に質問票を作成して、日本人専門家チーム（長期 2 名・短期 11 名）と C/P に配布し、

情報収集を行った。

3）インタビュー調査

本プロジェクトに従事する日本人専門家（長期 2 名、短期 3 名）、C/P（プロジェクトスー

パーバイザーであるラオス国立大学副学長を含む）、JICA ラオス事務所職員、ラオス日本

センターのビジネスコース修了生、ラオス商工会議所、日本貿易振興機構ラオス事務所の

プロジェクト関係者などに対してインタビューを行い、プロジェクトの実績と実施プロセ

スの現状、今後の方針などの情報を収集・整理した。教育スポーツ省へのインタビューは

中止になったため、今回の調査では同省との意見交換は実施できなかった。

4）現地視察

ラオス日本センターの校舎を視察し、経営学修士（Master of Business Administration：
MBA）コースと実践ビジネスコースの講義の一部を聴講した。

２－３　合同中間レビュー調査

今回の中間レビュー調査は、日本とラオスによる合同調査で、１－３に示すとおり、ラオス側

3 名、日本側 3 名の計 6 名で調査団は構成された。この調査は、2013 年 2 月 26 日から 3 月 16 日

までの 19 日間にわたり行われた。日本側が合同レビュー調査報告書案を作成し、ラオス側と内

容を検討した。その後、ラオス日本センター職員と長期専門家に事実誤認がないかを確認して、

必要な修正を行った。
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第３章　実績と実施プロセス

本プロジェクトの実施期間は、2010 年 9 月から 2014 年 8 月の 4 年間である。プロジェクトの

直接的受益者は、ラオス日本センター職員、同センターの受講生、ラオス国立大学の一部講師で

ある。間接的受益者は教育スポーツ省、ラオス国立大学、日本とラオスの産業界である。

３－１　投入の実績

R/D に従って、日本人専門家、第 3 国専門家（タイ人）、C/P、活動予算、資機材、その他に関し、

プロジェクトを計画どおり実施するために必要な投入を行った。

３－１－１　日本側の投入実績

（1）専門家の派遣

日本側は、以下のような長期専門家、短期専門家、第 3 国専門家の混合チームを派遣した。

・ 長期：①チーフアドバイザー、②業務調整 / 組織運営体制強化

・ 短期：①総括、②運営管理 / 現場指導・コンサルテーション、③ MBA 運営管理 /MBA
プログラム講師、④ MBA プログラム講師（6 名）、⑤実践ビジネスコース講師（4 名）

・ 第三国：実践ビジネスコースの 2 科目（①ロジスティクス、②人材管理）をタイ人講師

（3 名）が担当した。

（2）本邦研修

日本側が研修費用を負担して実施された本邦研修は、付属資料１のとおりである。2011
年度は 4 回で 14 名、2012 年度には 1 回で 5 名が日本での研修を受講している。なお、中

間レビュー調査実施中に、8 名が派遣されている。

（3）供与機材

本プロジェクトでは、日本・ラオス国側双方で合意した資機材が調達された。調達され

た資機材は、付属資料 2 のとおりである。先行する 2 プロジェクトにおいて日本側がラオ

ス日本センターに供与した資機材も使用している。

（4）プロジェクト経費

本プロジェクトのローカルコスト負担額は、これまでで約 3,600 万 1,000 円である。日

本側が負担したプロジェクト経費の内訳は、2010 年度約 761 万 8,000 円、2011 年度：約 1,727
万 2,000 円、2012 年度：1,111 万 1,000 円である。

３－１－２　ラオス側の投入

（1）カウンターパートの配置

本プロジェクトでは、ラオス側責任者として C/P のラオス国立大学とラオス日本セン

ターの代表らが以下のように配置された。その他の実務要員はラオス日本センターから、

一部講師はラオス国立大学経済経営学部（Faculty of Economics and Business  Management：
FEBM）から配置された。
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・ プロジェクトディレクター：ラオス国立大学学長

・ プロジェクトスーパーバイザー：ラオス国立大学副学長

・ プロジェクトマネジャー：ラオス日本センター所長

（2）施設・消耗品の提供

専門家の執務室として、ラオス日本センターの建物の一部をラオス側から無償で提供さ

れた。この執務室の電気代、プリンター、専門家用の机と椅子などはラオス側が負担して

いる。

（3）プロジェクト経費

ラオス側が負担したプロジェクト活動支出額は、これまでで 62 万 3,663 米ドルである。

内訳は、2010 年度 12 万 5,549 米ドル
1
、2011 年度 24 万 5,272 米ドル、2012 年度（2013 年 1

月まで）25 万 2,842 米ドルであった。この金額は、ラオス国立大学、ラオス日本センター

そして MBA プログラムからの支出分で構成されており、例えば MBA プログラムや実践

ビジネスコースに派遣されたラオス人講師の謝金などが含まれる。

３－２　成果の達成状況

今回の中間レビュー調査は PDM（バージョン 1）にそって、成果の進捗状況を確認した。日本

人専門家チームとラオス日本センター幹部によると、実務要員への技術移転が行われ、彼らの能

力は徐々に向上している。本プロジェクトでは、計画（Plan）－実行（Do）－評価（Check）－

改善（Action）の PDCA サイクルと実地訓練（On-the-Job Training：OJT）を導入した。日本人専

門家によると、これら手法は本プロジェクトでは適切な手法である。しかしながら、一部の C/P
はこれら手法の意図を十分理解せず、外部研修に参加することだけが能力強化だと考える傾向が

あり、OJT が日本人専門家の想定どおりには機能していない面がある。

したがって、調査団はプロジェクト活動の進捗状況に重点を置き、中間レビュー調査時の成果

達成状況を確認した。成果ごとに計画された活動の進捗状況は、以下のとおりである。

（1）成果 1

成果 1：LJI の企業現場に即した調査能力が向上する。

活動 1-1	 調査・研究活動に係る年間活動計画を策定する。

1-2	 LJI 調査・研究スタッフの育成・研修（スキルアップ）計画を策定する。

1-3	 上記計画に基づき LJI 調査・研究スタッフの育成（OJT、研修など）・評価を行う。

1-4	� MBA プログラム修了生に対するフォローアップ（現場指導、コンサルテーション、

セミナーなど）を通じ、調査結果を取りまとめる。

1-5	 �一般ビジネスコースの受講企業などを対象とした、実践的なフィールド調査を実施

し、成果を取りまとめる。

1-6	 �上記調査成果をビジネス・フォーラムなどで発表する。

1
　2010 年度は、2010 年 10 月から 2011 年 3 月までの支出。
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指標 1-1  LJI スタッフの調査及び企業診断に係る能力の評価結果が、毎年前年度を上回る。

1-2  プロジェクト終了までに、ビジネスマネジメント・ジャーナルの発行回数が 4 回、

現場調査・コンサルテーションのレポート（及びプレゼン）数が 24 回を超える。

日本・ラオス国側双方のプロジェクトメンバーは、図－ 1 のような手順を踏むことが計

画された。1 つ目はラオス国内の状況に沿ったケーススタディの作成、2 つ目はフォローアッ

プ活動やコンサルテーションを通じた実践的な経験の蓄積である。これらの手順は日本人

専門家とラオス人講師（ラオス日本センター職員と FEBM 教員）が共同で実施することに

意味がある。

 

 
商工省

中小企業

振興局 

 ラオス日本センター

ビジネスコース 

 ラオス

商工会議所 

起業家コ

ース修了

生へのフ

ォローア

ップ（起業

家育成） 

 

MBA 
プログラム 

 ケース

スタディ 

 ビジネス

コース 

出所：プロジェクト業務完了報告書（2012 年 10 月）

図－１　ケーススタディーの作成と実践的な経験の蓄積に係る手順

中間レビュー調査時には、プロジェクト活動は一部の活動を除きほぼ計画どおり実施され

ていることが確認された。プロジェクトの年次計画が策定され、同計画に沿ってプロジェク

トは実施されてきた。技術移転は主に OJT 形式で行われた。遅れが確認された活動 1-3 から

1-6 は、ラオス側プロジェクトメンバーの欠員が主な原因である。専門家チームは、この遅

れを挽回するための方法を C/P と協議中である。よって、中間レビュー調査時において立て

直しに向けた取り組みは既に始まっているが、まだ可能であるかを判断する十分な根拠が確

認できなかった。プロジェクトスーパーバイザーであるラオス国立大学副学長によると、大

学内の人事的な問題、適切な人材確保の難しさなどが大きな問題である。短期専門家チーム

は、プロジェクトの実施で浮き彫りになった課題に対して、対策を検討するとともに問題解

決に向けた取り組みを開始している。短期専門家チームが取りまとめた問題解決に向けた取

り組みの進捗状況は、付属資料 3 のとおりである。

成果 1 の達成に向けた活動の良い事例として、タイへの研修ツアーの企画と実施が挙げら

れる。タイとラオスは文化・地理・言語の面で非常に似ているため、ラオス人研修生の学び

の成果は大きかったと長期専門家は評価した。
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（2）成果 2

成果 2： 実践的な知識を身に付けることができるビジネス人材育成コースが運営できるようにな

る。

活動 2-1  ASEAN 統合に対応するビジネス人材育成コースを行うためのニーズ調査を定期的

に実施する。

2-2	 �人員計画と予算計画を伴うビジネスコース（MBA、個別診断、現場指導を含む一般

ビジネスコース）の年間運営計画を策定する。

2-3	 �コース運営管理とコース実施（講義）に必要なラオス人材の育成計画を策定する。

2-4	 ラオス国立大学講師を含むラオス人講師の育成を行う（講師研修実施）。

2-5	 LJI スタッフの主体性によるビジネスコースの運営、管理、モニタリングを行う。

指標 2-1	 LJI スタッフが策定したビジネスコースの年間運営計画

2-2	� MBA コースの実施回数が 4 回、一般ビジネスコースの回数が 16 回、現地コンサル

テーションの回数が 24 回を超える。

2-3  ビジネスコース修了生の修了時及び事後アンケート調査結果で満足度が 80％以上の

高い結果となる。

2-4	 �現地講師によるビジネスコース（一般ビジネスコース、MBA、現場指導）の講義時

間数

ラオス日本センターのビジネスコースは 2 つのコースに分かれている。1 つ目は MBA プ

ログラムで、日本型経営の理論と実践のバランスを考えたシラバス・カリキュラムが使用さ

れている。2 つ目は実践ビジネスコースで、こちらも同様な内容になっている。

成果 2 の達成に向けて、日本側は短期専門家チームを投入した。短期専門家は、ラオス人

講師に対して教材作成や教授法など講義担当者に求められる技術の移転を OJT 形式で行っ

た。第三国専門家としてタイ人講師が投入されたのは、先に述べたタイへの研修ツアーの強

みと同様に、ラオス人受講生にとって語学面でより学習効果が高いからである。英語での講

義や英語からラオス語へ通訳された講義と比べ、講師と受講生の間に言葉の障害がほとんど

なくコミュニケーションがよくとれる。タイ人講師はロジスティクスと人材管理に関する 2
科目を担当した。ラオス側からは、FEBM 教員とラオス日本センター職員の一部が講師とし

て配置された。この講師陣によってラオス日本センターが毎年実施するビジネスコースが実

施された。日本人専門家への聞き取り調査の結果、時折 FEBM 教員の確保が難しいことが

明らかになった。主な理由として、「本業である FEBM業務を優先する」、「ラオス日本センター

の報奨に魅力を感じない」などが挙げられた。

指標 2-3 に関連して、短期専門家チームが実施した調査結果によると、ビジネスコース修

了生の満足度は平均 80％を超えていた。短期専門家とビジネスコース修了生への聞き取り

調査の結果、各コースの講義期間へのコメントが多かった。多くの回答者が一部のコースは

講義期間が短すぎるため 1 週間の追加を提案した。その理由は以下のとおりである。

・ 受講したコースの基礎知識をもっていない。

・ 英語での理解・コミュニケーション能力が低い。

・ 日本人とラオス人講師のコース実施に向けた準備・実施・フォローアップなどの一連作
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業を効果的に共同で行う時間が確保できていない。

（3）成果 3

成果 3：LJI がビジネス人材ネットワークのハブとなる。

活動 3-1  同窓会会員データベースの維持管理を行う。

3-2  同窓会会員に対する定期的なフォローアップ活動（現場指導、コンサルテーショ

ン、セミナーなど）を実施する。

3-3  同窓会会員、外部機関（中央銀行、商工会議所、大学など）の参加によるビジネス・

フォーラムを開催する。

3-4  外部機関とのネットワーキングに資する相互理解の促進や図書館事業の実施を

支援する。

3-5  日メコン地域協力推進に資するビジネス人材育成分野での共通研修、相互理解、

セミナーを実施する。

指標 3-1  MBA 同窓会のデータベースがアップデートされ、イベント開催や発行物送付時

に活用される。

3-2  MBA プログラム 修了生に対するフォローアップ活動（現場指導、セミナーなど）

の回数が、プロジェクト終了までに 8 回を超える。

3-3  ビジネス・フォーラム〔NUOL 他学部、外部機関（他省庁・ラオス国立商工会

議所・ビエンチャン日本商工会議所・現地日系企業）の参加による〕の開催回

数合計が、プロジェクト終了までに 8 回を超える。

3-4  ビジネス・フォーラムの参加者数（累計）がプロジェクト終了までに 280 名を

超える。

3-5  両国の企業間連携・交流、外部団体との連携につながった相互理解活動数がプ

ロジェクト終了までに 20 回、参加者数が 700 名を超える。

3-6  日メコン地域協力に資するビジネス人材育成分野での共通研修、相互交流、セ

ミナーの開催回数の合計がプロジェクト終了までに 8 回、参加者数が 280 名を

超える。

指標 3-1に関連して、ビジネス部門ではMBAプログラム修了生のデータベースを作成した。

このデータベースは主に修了生に対するラオス日本センターのお知らせを発信するために使

用された。なお、短期専門家が中心となって、MBA プログラム修了生を対象にした同窓会

の設立に向けて活動が実施された。教育スポーツ省内に学生支援室が設置され、プロジェク

ト終了時までには政府の承認を得た同窓会が発足できる予定である。一方で、プロジェクト

では、ラオスにおける同窓会の位置づけ、目的、基礎的な組織規定などに関する共通認識が

不十分である。日本・ラオス国側双方のプロジェクトメンバーとその他関係者で、早期に同

窓会の目的や役割を明確にする必要がある。

指標 3-2 については、MBA プログラム修了生へのフォローアップ 4 回を実施した。

指標 3-3 に関しては、プロジェクトでは開催規模が大から小と異なるビジネス・フォーラ

ム 6 回実施し、ビジネス・フォーラムには MBA プログラム修了生、同プログラムに関心を
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もつ企業、ラオス日本センターのパートナー機関などが参加した。チーフアドバイザーと

して派遣された日本人専門家によると、1 回のビジネス・フォーラムを開催するために要す

る時間・人員と効果を分析した結果とビジネス部門職員数の現状を考慮すると、大規模な

フォーラムを年 1 回開催するほうがより効果的であると評価した。もしフォーラムの開催が

年 1 回になったとしても、指標 3-4 として設定されている 280 名以上の参加者を確保できる

との追加説明があった。

指標 3-5 については、ラオス日本センターに設置されている図書館や相互理解活動に必要

な施設・資機材は、ある程度有効活用されていた。在ラオス日本大使館、日本企業への支援、

日本の大学生の受け入れ（学術交流）、青年海外協力隊の赴任地での異文化研修などを通じ

て、ラオス日本センターの価値が再確認された。

指標 3-6 に関係して、外部機関とのネットワークの構築に寄与する実績として、①タイ所

在の大学との連携、②留学フェアーの開催、③タイ研究ツアーの企画・実施、④ラオス日本

センターでの川崎商工会議所対象のラオス投資セミナーの開催、などが挙げられる。JICA
本部主導で「日メコンフォローアップ・共通研修」の一環として、カンボジアとベトナムに

創設された日本センターとともに、テレビ会議形式の共通研修に C/P が参加した。メコン地

域の他の日本センターと比較した場合、ラオス日本センターは唯一 MBA プログラムを実施

しているセンターである。新設のミャンマー日本センターを含むメコン地域の日本センター

に寄与できる協力は、MBA プログラムの立ち上げに関する知見と経験が挙げられる。プロ

ジェクト終了時までにこれら日本センター間の連携体制がより強化され、各センターの強み

を生かし相乗効果が確保できる取り組みが今後の課題である。

なお、ラオス国内においては、ラオス商工会議所との情報共有、共同セミナーの企画・開

催を通じて連携が強化された。サバナケット大学への支援も開始され、経営学部の講師 2 名

がラオス日本センターの MBA プログラムの受講生となった。同大学の講師陣の能力強化を

支援することで、将来の開発や更なる発展が見込まれるサバナケット県に対して、人材輩出

が可能な体制構築に寄与する構図になっている。

（4）成果 4

成果 4 LJI スタッフによる自立的な運営管理体制が構築される。

活動 4-1  LJI スタッフと日本人専門家の TOR と責任権限を明記した組織機能図を策定し、

定期的にアップデートする。

4-2  年間事業計画と年度予算計画を策定し、これに基づく事業を実施する。

4-3  LJI スタッフの人材育成（スキルアップ）計画を策定し、実施する。

4-4  年間事業計画に基づいた活動の進捗を定期的にモニタリングし、報告書を作成す

る。

4-5  活動 4-4 のモニタリング報告書を基礎に、年間事業計画の修正と実施上の改善を行

う。

4-6  プロジェクト終了後の LJI の運営上の方針と主要活動を検討・計画し、LJI 中期事

業計画（5 カ年）に取りまとめる。

4-7  「MBA プログラム」と「実践ビジネスコース」の募集活動を自立的に実施する。
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4-8  修了生に対する定期的モニタリングの実施と報告を行う。

4-9  ビジネスコース修了者企業に対する定期的モニタリングの実施と報告を行う。

4-10  運営管理担当マニュアルを作成する。

4-11  ラオス人講師に対する技術移転の事例をレポートにまとめる。

指標 4-1  組織機能図が LJI スタッフによって作成され、定期的にアップデートされる。

4-2  年間事業計画が LJI スタッフによって毎年度策定される。

4-3  年度予算計画が LJI スタッフによって毎年度策定される。

4-4  モニタリング報告書が年 2 回、LJI スタッフによって作成される。

4-5  LJI 中期事業計画（5 カ年）が 2014 年のプロジェクト終了までに LJI スタッフによっ

て作成される。

4-6  人材育成計画が LJI スタッフによって策定される。

4-7  「MBA プログラム」及び「実践ビジネスコース」の新カリキュラムの告知・募集

用素材の作成・配布・プレゼンテーションが自立的に実施される。

4-8  「起業家育成コース」修了者の起業総件数が年間 2 件以上となる。

4-9  「実践ビジネスコース」修了者企業の従業員の増員が終了 1 年後 10％以上となる。

4-10  「運営管理担当マニュアル」が作成される。

4-11  現地人講師全員がプロジェクト 2 年目で講義全体の 50％を担当できる。

指標 4-1 から指標 4-6 に関しては、LJI スタッフが組織機能体制の把握や、定期的なモニタリ

ングの実施、そして事業、予算、人材育成、5 カ年に及ぶ事業の計画策定などの活動を通じてプ

ロジェクトを適切に運営管理できるようになることを想定して設置された指標である。ラオス日

本センターの中長期的なビジョンを示す戦略計画は、JICA 専門家の支援を通じて策定されたが、

中期事業計画をはじめ、想定していた各種計画がいまだ策定されていない状況である。残りのプ

ロジェクト期間中、既に策定された戦略計画を活用して、LJI スタッフ主体で策定されることが

望ましい。また、中間レビュー調査実施時点では、本プロジェクトでめざす C/P の能力強化に資

するモニタリングが、組織的にみえる形で実施されていない。各 C/P または各部門のプロジェク

ト開始当初の能力を示す基礎データがないため、客観的に能力強化の達成度を測るものがないの

が現状である。なお、本調査期間中、MBA プログラムの講師と修了生・受講生
2
の聞き取り調査

を実施したその結果、ケーススタディを活用した講義を効果的と高く評価する傾向がある。特に

これからは、日本の事例に加えてラオス国内の事例を教材に使うことが期待されていて、講師側

も受講生側も関心をもっていた。MBA プログラムの改訂にフィードバックするうえでも、モニ

タリングは重要である。

指標 4-7 に関連して、ビジネスコースの入学広告は地元の新聞（英語とラオス語）を活用した。

入学手続きなどの事務業務はすべてラオス日本センター職員が担当した。聞き取り調査の結果で

2
　 調査団の評価分析担当団員によって、MBA プログラムの修了生 3 名と実践ビジネスコース修了生で現在 MBA プログラムの受講

生 1 名の計 4 名に対する聞き取り調査が実施された。聞き取り調査は、調査対象者の職場先にて英語または日本語⇔ラオス語の

通訳を介して実施された。
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は、①入学手続き時のラオス日本センター職員の対応に大きな問題はない、②新聞の活用はラオ

スでは適切である、ことが確認できた。日本人専門家への聞き取り調査の結果、新聞広告の内容・

スタイルを工夫してよりわかりやすい広告を作成する必要性について、ラオス側に提案した経由

があることがわかった。プロジェクト開始当初の広告と比較し場合、第 3 年次の広告は多少改善

されたと評価した。

指標 4-8 については、日本人専門家がリードして C/P とともに、起業家育成をめざしたビジネ

スコース修了生へのフォローアップ活動が実施された。

指標 4-10 で設定されている「運営管理マニュアル」の作成については、短期専門家チームによっ

てビジネスコースの実施・運営を目的にしたオペレーションマニュアル（案）が策定された。日

本側は C/P にこのマニュアルにそってビジネスコースの準備・実施を行うよう継続的にアドバイ

スをした。中間レビュー調査時では、まだマニュアルがビジネス部門で定着化はされていなかっ

た。今後は、C/P がこのマニュアルを使用しながら、必要に応じて改訂作業を行い、より C/P のニー

ズに沿ったマニュアルを作成することが期待される。

３－３　プロジェクト目標の達成状況

本プロジェクトの目標は、「ビジネス人材育成機関としてラオス日本センターの機能が強化さ

れる」ことである。目標の達成度を測るための一部指標は、プロジェクト終了間近に定量的デー

タが収集できるデザインになっている。そのため、中間レビュー調査時には、総合的にプロジェ

クト目標の達成度を測ることは時期早尚である。

日本人専門家チームと C/P への聞き取り調査の結果、C/P の意識とコミットメントの高さが活

動の要である。特にラオス側による適切な人員配置は重要であり、プロジェクト目標の達成度を

左右すると想定できる。

プロジェクト目標の達成に向けた現状を表－１に示す。よって、プロジェクト終了時までには

目標は達成されると判断できる。

表－１　プロジェクト目標の達成に向けた現状（中間レビュー調査時）

指　標 現　状

1 ラオス側のイニシアティブで 2014 年

度ラオス日本センター管理運営計画

が策定される。

C/P は日本人専門家が開催したセミナーに参加した。

このセミナーの目的はラオス日本センターの戦略計

画
3
の策定に関するものであった。日本側のアドバイ

スを受けながらラオス側が同計画をまとめた。2014 年

度管理運営計画を策定するにあたり、中長期的なラオ

ス日本センターのビジョンを示す戦略計画はある程度

役に立つ情報ではある。

3
　 ラオス日本センターの戦略計画の策定時には、国際交流基金が同センターを直接的に支援するかは不明であったため、同基金に

関する記述はない。同様に、JICA ラオス事務所が実施した「ニーズサーベイ」の結果も同計画策定後に発表されたため、反映さ

れていない。
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2 ラオス日本センターの支出の 80％以

上がラオス側（自己収入含む）によっ

てカバーされる。

・ 2011 年 4 月～ 2012 年 3 月：ラオス側 60.9％、日本

側 39.1％
・ 2012 年 4 月～ 2013 年 1 月：ラオス側 74.6％、日本

側 25.4％

3 プロジェクト終了後のラオス日本セ

ンター事業計画（5 カ年計画）がラ

オス側のイニシアティブにより策定

される。

ラオス日本センターの戦略計画は日本人専門家の指導

にそって作成された。しかし戦略計画は 5 カ年計画で

はなく、5 カ年計画はまだ作成されていない。

4 民間セクターで活躍するラオス日

本センタービジネスコース（MBA
プログラム含む）の修了生が 460 名

を超える。

中間レビュー調査時に既に修了生は 460 名を超えて

いる。調査団がプロジェクト側に「活躍する」をど

のように定義しているか確認したが、明確な回答は

なかった。したがって、数値だけを評価すれば指標

は達成されている。

5 ラオス日本センターがビジネス人

材育成機関のハブとして、国内外

の団体（政府機関、民間企業、商

工会議所、大学、NGO など）とネッ

トワークを構築する（ビジネス関

連イベント共催・講師派遣・研修

生受入れなど）。

ラオス日本センターはラオス国内外の団体・組織と

の連携を構築してきた。主な連携先は次のとおりで

ある。

・ ラオス商工会議所（覚書きを締結済み）

・ 泰日工業大学と泰日経済技術振興協会（覚書きを

締結済み）

・ ラオス政府商工省中小企業振興局

３－４　上位目標の達成の見込み

本プロジェクトの上位目標は、「ASEAN 経済統合に対応できるビジネス人材が、ラオス日本セ

ンターで継続的に育成される」である。目標に対する指標は「民間セクターで活躍するラオス日

本センタービジネスコース（MBA プログラム含む）の修了生が毎年 115 名輩出される」である。

上位目標の達成の見込みは表－ 2 のとおりで、達成可能な指標が設定されていることが確認され

た。MBA プログラムも実践ビジネスコースも、定員の 7 割以上が確保できれば上位目標は達成

されたと判断できる計算になる。

上位目標に対する指標に関して調査団は次のような問題意識をもった。1 つ目は「活躍する」

の定義がプロジェクト内で共有されていないこと、2 つ目は 115 名の修了生を毎年輩出しても、

ASEAN 経済統合に適合するためにこの数値がどのような貢献をするのかが不明確なことである。

したがって、プロジェクト終了までに策定されるラオス日本センター 5 カ年計画には、MBA プ

ログラム及び実践ビジネスコースの将来を見据えた内容、すなわちどのような特色をもち、どの

ようなレベルをめざすかなど、具体的で、明確な目標が盛り込まれことが期待される。
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表－ 2　上位目標を達成するために必要な最低人数

コース名 定員 最低必要な人数

MBA プログラム 35 25

実践ビジネスコース

マーケティング

簿記 / 会計

財務管理

証券管理

人材管理

ロジスティクス

ビジネス法規

ビジネスプラン

管理戦略

20
20
20
20
20
20
20
20
20

10
10
10
10
10
10
10
10
10

合計 215 115

３－５　実施プロセス

本プロジェクトは、日本・ラオス国側双方が投入した人員や資機材を効果的に活用している。

（1）意思決定・モニタリング

R/D に沿って、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）が設置された。その

目的はプロジェクに対するアドバイスや承認業務を担うことである。中間レビュー調査時で

は、JCC が計画どおりの役割を果たしていることが確認できた。

（2）コミュニケーション

日本人専門家チームと C/P によると、中間レビュー調査時にはプロジェクト内のコミュニ

ケーションに大きな問題があるとの指摘はなかった。

プロジェクトの広報活動と位置づけられるジャーナルについては発行されている。この

ジャーナルは、①日本センターが大学同等の高等教育機関であることを示す、②ラオス国内

外での大学としての格上げ、③ビジネスコースの活動を通じて蓄積されることが期待される

ラオス国内のケーススタディーの発表の場など多様な目的を果たす重要な役割がある。中間

レビュー調査時において、このジャーナル作成に係る作業は日本人専門家が主に担っている

ことが判明した。プロジェクト終了時までには、ラオス側関係者によってジャーナル作成・

発行にいたる一連の作業が実行できるようになることが望まれる。そのため、早期にラオス

日本センターの欠員問題が解消されることが重要になる。

ラオス日本センターのホームページは制作されていて、定期的に情報が更新されている。

しかしながら、ラオス語と英語のページの記載内容が混在している状況である。ホームペー

ジがより読者にやさしいものになることが求められる。

（3）本邦研修からの学びの実践化

本プロジェクトでは、ラオス日本センターの幹部から秘書レベルの職員まで本邦研修に参
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加している。これまでは、帰国後にセンターで帰国報告会が開催された。しかし、報告会の

ような形式的な情報共有にとどまらず、個々人が習得してきたノウハウを日常業務に活用・

導入する仕組みをラオス側が自ら設け、日本人専門家がその活用・導入の適性をモニタリン

グすることが期待される。このようなフォローアップをすることで、本邦研修からの学びが

実践的スキルとしてラオス側に定着するようになる。
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第４章　 5 項目評価によるレビュー結果
4

４－１　妥当性

本プロジェクトの妥当性は、事前評価時と同様に依然として高い。その根拠は、プロジェクト

の目標と期待される成果が、ラオス政府の政策と日本政府の対ラオス国別援助方針とも合致して

いるからである。

（1）ラオス政府の政策との整合性

本プロジェクトは、事前評価時と同様にラオスの国家開発計画とラオス側のニーズに合致

している。ラオス国立大学は、ラオス日本センターの存在意義を高く評価している。具体的

には、ラオス日本センターの MBA プログラムは実務者向けで、より実践的な知識やスキル

をラオス産業の人材に提供している点が挙げられた。同大学は、このような産業の人材育成

に直接的な便益がある取り組みに対して、継続的に支援する方針であると説明した。

（2）対象受益者との整合性

2001 年に開始された JICA によるラオスの市場経済移行に関する人材育成への支援に基づ

き、ラオス日本センターのニーズは随時明らかになってきた。また、本プロジェクトの立ち

上げ時においては、JICA から事前評価調査団が派遣され、教育スポーツ省、ラオス国立大学、

ラオス日本センターなどの実施・関係機関との協議を重ね PDM が策定された。よって、本

プロジェクトは、ラオス日本センターの課題の克服に向けた活動が組み込まれているととも

に、ラオス側関係機関の重要課題と整合性が確保されている。

（3）日本政府、JICA の援助方針との整合性

日本政府は 2012 年 4 月、2015 年の ASEAN 経済統合、連結性の強化、域内の格差是正を図っ

ていく観点から、4 つ分野に重点を置く方針を固めた。本プロジェクトは「教育環境の整備

と人材育成」に属し、日本政府が JICA を通じて実施する民間経済セクターの強化促進のた

めの高等教育に対する支援の一環である。よって、本プロジェクトの内容は、「教育環境の

整備と人材育成」を主要課題の 1 つと位置づける日本政府の対ラオス国別援助方針とも合致

していると判断できる。

４－２　有効性

本プロジェクトの有効性はやや高いと判断できる。

（1）プロジェクト目標の達成

中間レビュー調査時において、プロジェクト目標の達成の見込みはある程度高いと判断で

きる。表－ 1 で示したとおりプロジェクトは、目標達成に向けて日本・ラオス国側双方のプ

ロジェクトメンバーが活動中である。双方はおおむね R/D に沿った投入をしている。ラオ

ス側の C/P 配置に関しては、一部人員がいまだ配置されていない。ここで指摘した欠員を含

めラオス側の人員不足が大きな原因となり、一部活動の進捗は計画より遅れている。したがっ

て、早急にラオス側のプロジェクトメンバーが増員されれば、プロジェクト目標の達成の見

4
　評価結果は、高い、やや高い、中程度、やや低い、低い、で判断する。
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込みはより高くなることが想定できる。

（2）プロジェクト目標と成果の因果関係

PDM（バージョン 1）に示された 4 つの成果は、プロジェクト目標を達成する手段として

妥当である。日本・ラオス国側双方のプロジェクトメンバーによって、プロジェクトで策定

された年次計画に沿って技術移転が実施されている。聞き取り調査の結果、プロジェクトの

成果と活動の因果関係が確認された。一方で、調査団は設定された指標に問題があることを

指摘した。中間レビュー調査を通じて日本側の調査団と長期専門家で一部指標の見直しを

行った。2013 年 4 月に予定の JCC で必要な指標の修正が行われることで、プロジェクト目

標の達成と持続性の確保がより確実になると考える。

（3）プロジェクト目標の達成に向けた正負の要因

日本・ラオス国側双方のプロジェクトメンバーへの聞き取り調査の結果にそって、調査団

が抽出したプロジェクト目標の達成に向けた正負の要因は表－ 3 のとおりである。

表－ 3　プロジェクト目標の達成に向けた正負の要因

正の要因 負の要因

・ プロジェクトを通じて C/P の技術能力が強化

されてきている。また、個々の役割を担うた

めに求められる分野の専門性に関する自信が

ついてきている。

・ ラオス日本センターはジャーナルを発行する

ことでラオス国内外に向けた啓発活動を行っ

ている。

・ ラオス日本センターの実践ビジネスコース修

了生と MBA プログラム修了生のビジネス管

理の知見と個々の自信が向上された。

・ 適切かつ有能な人員の追加配置が行われてい

ないため、ラオス日本センターの使命を十分

果たせていない。

・ MBA プログラムへ投入された日本人専門家

（講師）の期待する英語レベルに達していない

ラオス日本センター職員と受講生がいたし、

現在もいる。

４－３　効率性

4 つ成果の達成に向けて、プロジェクトはほぼ計画どおり順調に活動を実施している。よって、

効率性はやや高めと判断できる。専門家によると一部の活動の進捗度は想定より低いものの、プ

ロジェクト終了時までには完了できる見込みである。

（1）日本側の投入

日本側の要員の投入は R/D に基づき配置されている。C/P へのインタビューの結果、ラオ

ス側のプロジェクトメンバーと関係者は、日本側の投入実績に関して改善の余地はあるが特

に大きな問題はないと評価した。ラオス側からは短期専門家チームの総括に求める資質とし

て、C/P に対し有益なアドバイスの能力がある人材の確保が重要であるとの指摘があった。

この指摘の背景には、一部の C/P と短期専門家チームのコミュニケーションが十分でないこ

とが影響しているといえる。一方、ラオス側は日本側から移転された知識や技術は、ラオス
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側にとって適切で役に立っているという。ラオス側は一部の短期専門家の派遣期間につい

て、延長・長期化を求めていたことが確認された。長期専門家のようにいつでも差し向かい

で相談・協議などの技術指導を受けられる体制が最適であると説明した。調査団は、このラ

オス側からの要請とプロジェクト目標の達成度との因果関係を確認・証明することはできな

かった。

タイ人専門家の派遣に関して日本人専門家チームは、「言語・文化・地理的にタイとラオ

スは非常に似ているため、タイ人とラオス人は直接会話ができる。通訳なく講義を実施でき

ることは、時間の有効活用に寄与する以上に受講生の理解度の向上に貢献している」と評価

した。この評価について調査団は同意することができるが、長期専門家の技術移転対象グ

ループである総務部門を含むラオス日本センターの中間管理職への支援体制に改善の余地が

あることを確認した。具体的には、この層に対する能力強化に向けた目標の設定、その目標

に対する進捗度のモニタリング・評価がプロジェクト枠内で実施されていないことが挙げら

れる。

本プロジェクトは、C/P に必要な技術移転を効果的に行うために、日本とタイから派遣さ

れた専門家の混合チームを結成して対応した。これら専門家はビジネス部門が開催する科目

別に配置された。C/P によると、専門家の長期派遣を望む声があった。その理由は日常的に

意見交換を行いながら技術移転を受けられることを期待しているためである。これまでの派

遣実績に対して、プロジェクトの進捗度が大きく遅れているわけではない。調査団はこの混

合チームの適性を判断するための因果関係は評価できない。その一番の理由は、比較できる

プロジェクトが実施されていないためである。しかしながら、日本のノウハウをもった日本

人専門家、ラオスとの言語・文化・地理的な類似点が多いタイ人専門家の派遣は、ラオス日

本センターにとって刺激になったことは明らかである。

（2）ラオス側の投入

ラオス側の投入は、おおむね R/D どおりに配置・提供された。ラオス側は日本人専門家

の執務室をラオス日本センター施設内に確保した。この点は高く評価できる。しかしながら、

ラオス側の投入の一部では改善の余地があることが指摘された。1 つ目は、計画・構築され

た MBA プログラムと実践ビジネスコースへのラオス人講師配置について、ラオス日本セン

ターと FEBMとの協力体制と現状とのギャップである。配置が決まっていたにもかかわらず、

同学部からの講師派遣が時折中止になったケースがあった。2 つ目は、ラオス日本センター

の中間管理職の能力の低さである。実施能力が低いために、管理職への業務過多を引き起こ

している傾向がある。

（3）実施プロセス

日本・ラオス国側双方のプロジェクトメンバーへの聞き取り調査の結果、今回の調査団は

以下のような課題があることを確認した。双方のメンバーは本プロジェクトに対してコミッ

トをしているが、更なる努力が期待される。

・ 不安定なラオス人講師の配置体制：ラオス日本センターから依頼を受け、調整済みであっ

ても FEBM から派遣された講師が時折キャンセルすることがあった。

・ 来客へのサービスのスキル：ラオス日本センターへの来訪者・入学希望者などにセン
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ターの第一印象が良好であることは重要である。センターはラオス人以外のさまざまな人

も来訪するため、受付はそれぞれにやさしいサービスを提供できることが望ましが、現状

ではそのようなサービスは提供されていない。

・ 業務責任体制の改善：ラオス日本センターの現状は、幹部がほとんどの意思決定を含む管

理責任をもつ体制になっている。ビジネス部門の部長の欠員が主な原因ではあるが、部長

業務に専念できる責任者のいない業務体制は質の低下につながる。

・ プロジェクトメンバー間の情報共有：ラオス日本センターでは定期的に職員向けの会議

が開催されている。しかし、センターの全員が本プロジェクトの目的や各職員が担う役割

など、プロジェクトの内容を十分理解していないのが現状である。プロジェクトに関する

日本・ラオス国側双方のプロジェクトメンバー間の意思決定がより透明になり、各プロ

ジェクトメンバーが効果的に共同作業をできる環境の確保が重要である。

４－４　インパクト（見込み）

プロジェクトを通じてラオス日本センター職員とビジネス部門で活用されているラオス人講師

の能力強化に向けた基盤を構築するには約 1 年半残っている。中間レビュー調査時において、プ

ロジェクトのインパクトを表するには時期尚早である。プロジェクトは進行中であるため、大き

なインパクトがまだ明確に確認されていないことは理解できる。

ラオス日本センターとラオス国立大学の幹部と専門家チームへの聞き取り調査を通じて、上位

目標の達成に向けた促進要因と阻害要因の検証を実施した。その結果、表－ 4 のような要因が確

認された。2015 年の ASEAN 経済統合に適用できるラオス人のビジネス人材について、本プロジェ

クトの成果が効果的であることが期待される。そのためには、確認された促進要因をより一層強

化するとともに、阻害要因の改善が求められる。

表－ 4　上位目標の達成に向けた促進要因と阻害要因

促進要因 阻害要因

・ C/P はそれぞれの役割・責任にそった能力が

強化され、自信がついてきている。

・ タイの大学や商工会議所などの関係機関との

連携が促進・強化されてきている。

・ ラオス日本センターのラオス人職員の自助努

力によって、MBA プログラムの運営はある程

度実施できる体制になってきている。

・ ラオス日本センターの研究部門への人員確保

が実現されていないため、研究活動がラオス

側独自で実施できていない。

・ ラオス日本センターが独自でプロジェクト終

了後に現状を維持するための資金が不足する

ことが見込まれる。

４－５　持続性（見込み）

中間レビュー調査時に本プロジェクトの持続性を評価することは時期尚早であるが、日本・ラ

オス国側双方のプロジェクトメンバーや関係機関へのインタビューの結果からは中程度と判断で

きる。以下に示すように、（1）組織面、（2）技術面、（3）財務面、から持続性を検証した。

（1）組織面

ラオス日本センターは研究部門の設置を計画しているが、中間レビュー調査時においても
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いまだ人員が配置されていない。ラオス国立大学副学長によると、適切な人員の確保が難し

いとのことである。中間レビュー調査時のラオス日本センターの人員配置を確認した結果、

プロジェクト終了後に現在の作業量を日本側からの投入なしで維持・継続していく組織体制

は確保される見込みは低いことが明確になった。センターはビジネスコース部門長の配置を

2013 年 3 月までに実現させる方向で調整が行われている。研究部門の欠員に関しては、早

期に適切な人材確保が必要であることが、日本・ラオス国側双方のプロジェクトメンバーと

調査団の間で再確認された。

ラオス日本センターは戦略計画と活動計画を策定している。今後は、このプロジェクトの

運営を担うラオス国立大学とともに、センターの ASEAN 地域における役割などタイとの連

携体制を強化することで、以下のような付加価値が期待できる。

・ 質の高いタイ人講師の確保

・ 泰日工業大学と泰日経済技術振興協会から派遣された講師陣は日本式ビジネスに明るい。

・ タイで展開する日系企業とラオス企業とのネットワーク構築の機会創出

（2）技術面

ラオス日本センター職員は、プロジェクト終了後にセンターの能力強化研修展開をどのよ

うに実施・継続していくかなどの詳細計画について現段階でまだ明確にできていない。その

ため、今後財政面でどの程度の活動費が必要になり、ラオスだけの自助努力により、どの程

度の予算確保が可能になるかを判断する材料を収集できなかった。センター幹部への聞き取

り調査の結果では、本プロジェクトに対する支出額より多い予算の確保は難しいことが想定

できる。一方で、センター幹部は今後も継続して十分な予算の確保に向けて、啓発活動や収

益向上を念頭において必要な調整を行う姿勢でいることは確認できた。

ラオス日本センター幹部によると、プロジェクトを通じて C/P の能力は向上してきている。

専門家チームは、終了時までに C/P の能力が更に強化される見込みは高いとみている。プロ

ジェクト終了後には、C/P 独自でこれまでと同様にラオス日本センター全体の能力強化を図

ることが期待される。

（3）財務面

中間レビュー調査時にプロジェクト終了後のラオス日本センターの財務面の持続性を評価

するのは難しい。その大きな要因は、以下に示すラオス日本センターを取り巻く外部要因が

関係している。

・ センターが雇用する契約職員の給与が、国家公務員の給与増加に比例して増加されること

が見込まれる。

・ センターの受講生数に変動があり、定員割れすることが想定される。

・ JICA または国際交流基金の財政支援を受けていない活動資金が少額である。

ラオス日本センター幹部と長期専門家への聞き取り調査の結果、センターの収益と支出
5

5
　 長期専門家が作成したプロジェクト収支表に沿って金額を計上している。計算時に適用された米ドルの為替レートも長期専門家

が適用したものと同様である。計上額には、①ビジネスコース、②日本語コース、③コンピューターコース、④相互理解活動、

⑤メディア室、⑥空き部屋貸し、⑦電話料金、⑧その他、⑨受取利息、⑩ MBA プログラム、の 10 項目が含まれた。
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は表－ 5 のとおりである。日本円に換算する
6
と年間 2,000 万円程度の収益になる。中間レ

ビュー調査時のセンターの収益は、MBA プログラムによる額が大きい。12 名がセンターで

直接雇用している契約職員であり、これら職員の給与が増加された場合、活動費が十分確保

できない状態に陥ってしまう。

表－ 5　ラオス日本センターの収益と支出

年度 収益（米ドル） 支出（米ドル）

2010/2011 207,478 378,148

2011/2012 212,197 402,713

2012/2013（4 月から 1 月） 174,186 339,294

出所：プロジェクト

よって、今回の調査団は、ラオス日本センター独自による十分な活動予算の確保が課題で

あると評価した。一方で、これまでラオス側が自己負担額の増加に向けて取り組んだことは

ある程度評価した。センターは支出の現状を分析することが求められる。また、ラオス国立

大学と日本センターが合同で、プロジェクト終了後の活動予算の確保に向けた戦略を立案す

ることが期待される。

6
　1 米ドル＝ 96 円で計算した。
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第５章　結　論

本調査団とラオス側プロジェクト関係機関との協議の結果に基づき、本調査団は、中間レビュー

調査段階において、ラオス側 C/P が自立するための条件が立ち上がりつつある初期段階であるこ

とが確認された。しかしながら、PDM の改訂や、調査部門への人員の配置、そして中期計画（5
カ年計画）の作成など、今後取り組むべき課題が存在する。
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第６章　提　言

プロジェクト期間終了に向けて、また将来のラオス日本センターの運営に向けてプロジェクト

をより効果的に運営していくため、今回の調査団は、ラオス側及び日本側のプロジェクト関係者

が今後取り組むべき対応策を以下のとおり提示した。

（1）ラオス日本センタービジネスコースにおける中期計画（5 カ年計画）の策定

ラオス日本センターの中期計画（5 カ年計画）を作成したうえで、それに沿った形で年間計

画を策定すること。なお、中期計画を策定する際には以下の 3 つの点に留意する。

① ラオスが ASEAN 域内で果たすべき役割を決定する。

② ラオスの民間セクターにおけるビジネスニーズを把握する。

③ 上記①、②の結果、及びラオス日本センターの戦略計画と 2012 年にラオス日本センターが

実施した「ニーズサーベイ」の結果に基づき、ビジネスコースで提供する講義内容を決定する。

（2）ラオス日本センタースタッフの能力強化

ラオス日本センターの機能強化のため、特に中間管理職が自立的に組織運営を行うことがで

きるよう、以下の取り組みを行うこと。

・ 日々の OJT における技術移転を通じて自己の能力を更に向上させること。

・ ラオス日本センターの各部門において、①現時点の能力のベースラインを設定し、②上記（1）
における計画に従い、プロジェクト終了時点に到達すべき目標を設定し、③活動の進捗状況

を図ることができるベンチマークを設定すること。

・ ラオス日本センタースタッフと業務調整 / 組織強化担当の専門家は、より効果的な技術移転

を行うために更なるコミュニケーションを行うこと。

（3）財務体制の強化

将来の経済環境の変化にも対応できるよう、引き続き財務体制の強化に努めること。なお、

その際各コースの品質についても損なうことがないよう留意する。

（4）タイの各種機関との連携

調査の過程で本連携はプロジェクトにとってプラスの効果があったと認められるため、今後

も引き続き連携に努めること。

（5）ASEAN 地域の他の日本センターとの連携

ラオス日本センターと他の日本センターとの連携強化策について、日本人専門家及び JICA
と検討すること。

（6）日本の ODA 政策への貢献

現在、日本政府は日本の中小企業の海外展開支援に力を入れており、政府開発援助（ODA）

はこの政策を実施するための 1 つの大きな方策とされている。このような新たな ODA 政策へ

の貢献策について議論が行われることが望まれる。
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（7）ラオス日本センター調査部門への追加人員の配置

現時点の業務内容を遂行し、かつ将来におけるプロジェクトの持続可能性を確保するため、

可能な限り早い段階で調査部門へ追加の人員配置が行われること。

（8）MBA プログラム修了生のデータベースの活用

現在、MBA プログラム修了生のデータベースはラオス日本センターの活動の周知にしか活

用されていないため、ネットワーキングやラオス日本センター外部の関係者とのビジネス活動

など、更なる活用策を検討すること。

（9）PDM の改定

各成果の進捗状況をより適切に把握するため、ラオス日本センターは日本側調査団から提示

された PDM 改定案について検討を行ったうえで、JCC において現在の PDM の改定を行うこと。
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付　属　資　料

１．国別研修参加者リスト

２．機材供与リスト

３．短期専門家チームが提示した課題への対策の現状（2013 年 2 月現在）

４．ラオス日本センター　収支及び支出表

５．協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）



List of Counterpart Personnel Training in Japan 
Period: 2010/Oct～2012/Sep 

JFY Name/Organization Term(Y/M/D) Objective 

 

 

 

 

 

 

2010/2011 

Mr.Saykhong SAYNASINE 

 Vice President of NUOL 

 

2011/8/29～9/3 

To make FS of 

linkage with 

Japanese 

Universities. 

Mr.Aloun SILATTANAKOUN 

Director, LJI 

Ms.Southanom PHINSAVATH 

Head of Business Division of LJI 

 

 

 

 

2011/8/29～9/9 

 

To learn 

Japanese 

management 

system. 

To learn Human 

Resource 

Management 

Ms.Sengchanh CHANTHASENE 

Vice Dean FEBM 

Ms.Latsamy THAMMAVONG 

MBA Graduate/Chief of Star telecom 

Mr.Phouvadon VIRAVONG 

MBA Graduate/Shipping Officer 

Sinohydro 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2011/2012 

Mr.Bounlouane DOUANGNGEUNE 

Deputy Director of LJI 

 

2011/11/28～12/4 

To learn 

Management 

of Conference 

Ms.Sifrong THAVIXAY 

Dao Savanh Garment Owner 

 

 

 

 

 

 

 

2012/1/8～21 

To learn 

Japanese 

management 

system. 

To learn Human 

Resource 

Management 

Ms.Somphone VONGDEUANE 

Lao Savang Machine Works Owner 

Ms.Thipsouda PHICHIT 

MBA Graduate/Viet-Lao Minerals JSC 

Ms.Phoudsady PHOMPHYTHAK 

MBA Graduate/Banking Institute 

Mr.Bounthone SOUKAVONG 

Deputy Director of Dep of Commerce.FEBM 

Ms.Laddaphone KHANTIYAVONG 

Head of training unit, Business Course Div. 

LJI 

Ms.Phewphayvanh BOUNMIXAY 

Head of accounting unit, Personnel and 

Administration Div. of LJI 
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１．国別研修参加者リスト



 

 

 

 

 

 

2011/2012 

Ms.Souksakhone SENGSOULIVONG 

Deputy Manager of personnel and 

Administration Div. of LJI 

 

 

 

 

 

 

2012/8/20～31 

To learn 

Japanese 

management 

system. 

To learn Human 

Resource 

Management 

Ms.Malayphone SONEPHACHANH 

Deputy Head of Business Course Division of 

LJI. 

Mr.Oulailin THASINIPHONE 

MBA student/None 

Ms.Lamai KEOSAVANG 

MBA student/Thepnimid Pharmacy 

Export-Import.Manager 

Ms.Boualapha PHOUMALAVONG 

MBA student/Australian Laboratory 

Services. Personnel and Customer relations.

. 
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List of Equipment Provided

No. Name of Major Equipment Fiscal Year Type of the budget Amount of Budget (JFY)

1 Toyota Coaster 30 STR Diesel 2012 Provision of Equipment 4,162,013

2 Printer Epson Photo 1390 (2 Units) 2011 Oveasea Activity Cost
69,536
(1Unit:34,768)

3 Canon Copier Advance C2025H 2011 Oveasea Activity Cost 368,287

－ 31 －

２．機材供与リスト



課題 対策 現状

A. 運営管理

1．MBA コース

スタッフの担当職務の

明確化

教材手配、企業訪問手配、受

講生データアップデート等担

当者の明確化（マニュアル化）

役割の固定化がなく、都度確

認が必要。

2．実践ビジネスコース

作業工程のマニュアル

化

管理部門用マニュアル作成 Ver.0（叩き台）準備済み

現場用マニュアル作成 Ver.0（叩き台）準備済み

3．コース運営

今後の業務拡大に備え

た LJI の組織体制の強

化

①増員

②業務の標準化

③企業との連携（企業リスト

の作成）

①1 名の増員が見込まれる。

②上記マニュアルの提案時期

を検討中

③未着手

B. 講座の技術移転

1．MBA コース

現地側講師の動機づけ メリットの創出（謝金、本邦

への短期研修等）

従来どおり

現地側講師の技術移転

中の時間の確保

FEBM との協定の見直し（期

間中の拘束について）

未着手

2．実践ビジネスコース

現地側講師の確保 適格者の人選と固定化 既にアシスタント講師は固定

化されている。

現地側講師の技術移転

中の時間の確保

アシスタント講師としての規

約づくり

規約はないが実質確保されて

いる状況

（日本人講師の科目減で LJI
スタッフのみで対応が可能と

なっているため。）

3．現場指導・コンサルテーション

人材確保（例：ラオス

側の専任者の未配置）

モデル企業ごとに担当者（LJI
スタッフ）の固定化を図る。

仕組みとしてまだできあがっ

ていない。

コンサルテーションの

今後の方向性

主担当の任命と企業及び政府

機関との連携強化

主担当が任命されるには至っ

ていない。
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３．短期専門家チームが提示した課題への対策の現状（2013 年 2 月現在）



4．調査・研究

リサーチ活動が実施さ

れていない。

専任者の配置 未配置

5．ビジネスフォーラム

テーマ設定に関する現

地側主体性の発揮

年間行動計画に則り、適宜、

実施に向けた会議のルーティ

ン化

都度必要に応じ会議開催。現

在は現地側主導でテーマが設

定されている。

事前準備の徹底 関係者による定例会議の開催 実施されている。

プレスリリースの事前

準備

LJI 広報部門の活動の 1 つに

加える。

実施予定

6．修了生へのフォローアップ

MBA 生に対して 修了生の交流会を MBA 同窓

会活動の年間計画に織り込む

実施予定（2013 年 2 月実施）

実践ビジネスコース 企業訪問、現場指導活動 実施中
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2005/2006 2006/2007 2007/2008 2008/2009 2009/2010 2010/2011 2011/2012
2012/2013

(4-1)
21,940 14,086 54,630 54,177 16,168  13,503  36,774  44,561  
14,250 19,110 18,916 14,076 16,446  16,190  11,621  6,270  
5,861 4,596 8,323 5,966 3,702  737  0  0  

0 449 7,810 32,694 38,344  19,845  55,538  17,732  
7,385 5,140 3,394 2,802 2,268  2,243  1,812  806  
1,732 1,811 123 1,220 20,264  20,121  16,862  11,325  

1 3 3 0 0  0  0  0  
4,822 4,535 7,146 6,551 7,687  17,165  3,502  142  
4,500 4,085 5,316 78 165  330  0  0  

$60,491 $53,815 $105,661 $117,565 $105,044  $90,134  $126,109  $80,836  

$55,273 $108,550  $117,344  $86,088  $93,350  

$60,491 $53,815 $105,661 $172,838 $213,594  $207,478  $212,197  $174,186  

2005/2006 2006/2007 2007/2008 2008/2009 2009/2010 2010/2011 2011/2012
2012/2013

(4-1)

NUOL Expenditure (C) $46,834 $49,262 $47,757 $48,103 $45,339  $39,884  $60,044  $98,228  

Emolument 5,668 6,586 8,498 12,348 17,796  20,111  24,836  39,792  
Electricity & Water 41,166 42,676 39,259 35,755 27,542  19,773  35,208  58,436  

 Ratio of the LJC Expenditure 17.3% 16.7% 14.4% 11.1% 10.4%  10.5%  14.9%  29.0%  
JICA Project Expenditur (D) $161,020 $170,996 $163,149 $214,678 $187,069  $153,428  $157,441  $86,452  

  Ratio of the LJC Expenditure 59.6% 58.0% 49.1% 49.4% 42.7%  40.6%  39.1%  25.5%  

Honorarium 19,028 20,412 58,985 69,316 26,750  23,850  44,886  35,393  
Equipment 900 2,359 1,585 6,132 0  4,886  968  0  
Supplies 9,422 8,883 12,894 11,490 13,682  9,494  8,233  4,285  
Utilities 3,635 8,188 790 652 4,071  17,366  25,176  15,382  
Transportation 1,823 7,301 5,455 12,492 16,267  13,475  13,774  12,617  
Comunication 1,176 1,472 3,035 3,903 2,531  9,811  3,449  5,883  
Printing 6,463 5,391 834 6,956 585  2,618  0  5,187  
Rental 0 0 0 512 1,329  2,044  598  0  
Employment 18,013 15,546 33,347 24,723 17,907  28,620  22,888  17,353  
Meeting 255 3,697 2,589 4,633 3,417  5,360  9,128  1,118  
Maintenance of Facilities 0 56 125 360 717  1,829  675  463  
Maintenace of Equipment 1,515 636 1,436 1,611 3,227  1,535  1,204  2,788  
Others 4 490 409 10,278 26,653  16,176  2,855  3,237  

LJI Expenditure (E) $62,234 $74,431 $121,484 $153,059 $117,137  $137,064  $133,834  $103,706  

  MBA Program $18,792 $88,174  $47,772  $51,394  $50,908  

LJI + MBA Expenditure (F) $62,234 $74,431 $121,484 $171,851 $205,311  $184,836  $185,228  $154,614  

Ratio of the LJI + MBA Expenditure 23.0% 25.3% 36.5% 39.5% 46.9%  48.9%  46.0%  45.6%  

$270,088 $294,689 $332,390 $434,631 $437,718  $378,148  $402,713  $339,294  Total LJI Expenditure (F)

MBA Program Revenue

Total LJI Revenue  (B)

LJI Expenditure

  NUOL
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2005/2006 2006/2007 2007/2008 2008/2009 2009/2010 2010/2011 2011/2012
2012/2013

(4-1)
21,940 14,086 54,630 54,177 16,168  13,503  36,774  44,561  
14,250 19,110 18,916 14,076 16,446  16,190  11,621  6,270  
5,861 4,596 8,323 5,966 3,702  737  0  0  

0 449 7,810 32,694 38,344  19,845  55,538  17,732  
7,385 5,140 3,394 2,802 2,268  2,243  1,812  806  
1,732 1,811 123 1,220 20,264  20,121  16,862  11,325  

1 3 3 0 0  0  0  0  
4,822 4,535 7,146 6,551 7,687  17,165  3,502  142  
4,500 4,085 5,316 78 165  330  0  0  

$60,491 $53,815 $105,661 $117,565 $105,044  $90,134  $126,109  $80,836  

$55,273 $108,550  $117,344  $86,088  $93,350  

$60,491 $53,815 $105,661 $172,838 $213,594  $207,478  $212,197  $174,186  

2005/2006 2006/2007 2007/2008 2008/2009 2009/2010 2010/2011 2011/2012
2012/2013

(4-1)

NUOL Expenditure (C) $46,834 $49,262 $47,757 $48,103 $45,339  $39,884  $60,044  $98,228  

Emolument 5,668 6,586 8,498 12,348 17,796  20,111  24,836  39,792  
Electricity & Water 41,166 42,676 39,259 35,755 27,542  19,773  35,208  58,436  

 Ratio of the LJC Expenditure 17.3% 16.7% 14.4% 11.1% 10.4%  10.5%  14.9%  29.0%  
JICA Project Expenditur (D) $161,020 $170,996 $163,149 $214,678 $187,069  $153,428  $157,441  $86,452  

  Ratio of the LJC Expenditure 59.6% 58.0% 49.1% 49.4% 42.7%  40.6%  39.1%  25.5%  

Honorarium 19,028 20,412 58,985 69,316 26,750  23,850  44,886  35,393  
Equipment 900 2,359 1,585 6,132 0  4,886  968  0  
Supplies 9,422 8,883 12,894 11,490 13,682  9,494  8,233  4,285  
Utilities 3,635 8,188 790 652 4,071  17,366  25,176  15,382  
Transportation 1,823 7,301 5,455 12,492 16,267  13,475  13,774  12,617  
Comunication 1,176 1,472 3,035 3,903 2,531  9,811  3,449  5,883  
Printing 6,463 5,391 834 6,956 585  2,618  0  5,187  
Rental 0 0 0 512 1,329  2,044  598  0  
Employment 18,013 15,546 33,347 24,723 17,907  28,620  22,888  17,353  
Meeting 255 3,697 2,589 4,633 3,417  5,360  9,128  1,118  
Maintenance of Facilities 0 56 125 360 717  1,829  675  463  
Maintenace of Equipment 1,515 636 1,436 1,611 3,227  1,535  1,204  2,788  
Others 4 490 409 10,278 26,653  16,176  2,855  3,237  

LJI Expenditure (E) $62,234 $74,431 $121,484 $153,059 $117,137  $137,064  $133,834  $103,706  

  MBA Program $18,792 $88,174  $47,772  $51,394  $50,908  

LJI + MBA Expenditure (F) $62,234 $74,431 $121,484 $171,851 $205,311  $184,836  $185,228  $154,614  

Ratio of the LJI + MBA Expenditure 23.0% 25.3% 36.5% 39.5% 46.9%  48.9%  46.0%  45.6%  

$270,088 $294,689 $332,390 $434,631 $437,718  $378,148  $402,713  $339,294  Total LJI Expenditure (F)

MBA Program Revenue

Total LJI Revenue  (B)

LJI Expenditure

  NUOL
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Interest Earned
LJI Revenue  (A)

 JICA Project

  LJI

Cultural Exchange Activities
Media Room
Room Rental Fee
Telephone Fee
Others
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Bisiness Course
Japanese Lanuguage Course
Computer Course
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